
別紙 
○農山漁村地域整備交付金交付要綱（平成 22 年４月１日付け 21 農振第 2567 号農林水産事務次官依命通知）一部改正新旧対照表 

（下線の部分は改正部分） 

改    正    後 現       行 

第１～第 22 （略） 

 

第 23 関係書類の保管 

 １ 規則第３条第４号に規定する帳簿及び証拠書類又は証拠物は、事業終了年度の翌年

度から起算して５年間整備保管しておかなければならない。ただし、事業により取得

し、又は効用の増加した財産で規則に定める処分制限期間を経過しない場合において

は、別記様式第６号別紙７の財産管理台帳その他関係書類を整備保管しなければなら

ない。 

 

 ２ （略） 

 

第 24 （略） 

 

第 25 間接交付対象事業の交付の際付すべき条件 

 １ 都道府県及び市町村は間接交付対象事業者に交付金を交付するときは、本要綱第

８、第９、第 11 から第 13、第 15、第 17、第 18、第 20、第 22 から第 24 までの規定

に準ずる条件及び次の各号に掲げる条件を付さなければならない。 

（１）～（３）（略） 

（４）取得財産等のうち第２号に定めるものについて、第２号に定める期間中、別記

様式第６号別紙７の財産管理台帳その他関係書類を整備保管すること。 

 

 ２～７ （略） 

 

第１～第 22 （略） 

 

第 23 関係書類の保管 

 １ 規則第３条第４号に規定する帳簿及び証拠書類又は証拠物は、事業終了年度の翌年

度から起算して５年間整備保管しておかなければならない。ただし、事業により取得

し、又は効用の増加した財産で規則に定める処分制限期間を経過しない場合において

は、別記様式第６号別紙８の財産管理台帳その他関係書類を整備保管しなければなら

ない。 

 

 ２ （略） 

 

第 24 （略） 

 

第 25 間接交付対象事業の交付の際付すべき条件 

 １ 都道府県及び市町村は間接交付対象事業者に交付金を交付するときは、本要綱第

８、第９、第 11 から第 13、第 15、第 17、第 18、第 20、第 22 から第 24 までの規定

に準ずる条件及び次の各号に掲げる条件を付さなければならない。 

（１）～（３）（略） 

（４）取得財産等のうち第２号に定めるものについて、第２号に定める期間中、別記

様式第６号別紙８の財産管理台帳その他関係書類を整備保管すること。 

 

 ２～７ （略） 

 

（別表） 

交付対象事業 
国費率 摘要 

事業名 区分 

（略） （略） （略）  

実施要綱第２の１の

(2)の①のイの(ｱ)森林

整備事業 

１ 都道府県が「区

分」欄に掲げる事業

のうち育成林整備事

業、共生環境整備事

業における林道整備

（略） （略）  

林道点

検診断

・保全

整備事

業 

（国の国費率） 

１ 施設集約化（撤去）について 

事業費の 3/10 

２ １以外の事業について 

事業費の 1/2 

 

（都道府県の交付率）  

（別表） 

交付対象事業 
国費率 摘要 

事業名 区分 

（略） （略） （略）  

実施要綱第２の１の

(2)の①のイの(ｱ)森林

整備事業 

１ 都道府県が「区

分」欄に掲げる事業

のうち育成林整備事

業、共生環境整備事

業における林道整備

（略） （略）  

林道点

検診断

・保全

整備事

業 

（国の国費率） 

事業費の 1/2 
 

 

（都道府県の交付率）  



改    正    後 現       行 

（森林管理道開設及

び森林空間総合整備

事業の林道改良・舗

装に限る。）、林道

改良事業、フォレス

ト・コミュニティ総

合整備事業における

林道整備及び山のみ

ち地域づくり交付金

事業における林道整

備を行うのに要する

経費並びに都道府県

が「区分」欄に掲げ

る事業のうち育成林

整備事業、共生環境

整備事業における林

道整備（森林管理道

開設及び森林空間総

合整備事業の林道改

良・舗装に限

る。）、林道改良事

業、フォレスト・コ

ミュニティ総合整備

事業における林道整

備及び山のみち地域

づくり交付金事業に

おける林道整備を行

う者に対し、「国費

率」欄の都道府県の

交付率に掲げる率を

超える交付率により

交付を行う場合にお

ける当該交付に要す

る経費及び市町村等

の事業主体が行う本

事業の円滑な実施に

関する都道府県の事

業推進に要する経費 

２ １以外の事業につ

いて、都道府県が事

業を行うのに要する

１ 施設集約化（撤去）について 

事業費の 3/10 

２ １以外の事業について 

事業費の 1/2 

（略）  

（森林管理道開設及

び森林空間総合整備

事業の林道改良・舗

装に限る。）、林道

改良事業、フォレス

ト・コミュニティ総

合整備事業における

林道整備及び山のみ

ち地域づくり交付金

事業における林道整

備を行うのに要する

経費並びに都道府県

が「区分」欄に掲げ

る事業のうち育成林

整備事業、共生環境

整備事業における林

道整備（森林管理道

開設及び森林空間総

合整備事業の林道改

良・舗装に限

る。）、林道改良事

業、フォレスト・コ

ミュニティ総合整備

事業における林道整

備及び山のみち地域

づくり交付金事業に

おける林道整備を行

う者に対し、「国費

率」欄の都道府県の

交付率に掲げる率を

超える交付率により

交付を行う場合にお

ける当該交付に要す

る経費及び市町村等

の事業主体が行う本

事業の円滑な実施に

関する都道府県の事

業推進に要する経費 

２ １以外の事業につ

いて、都道府県が事

業を行うのに要する

事業費の 1/2 
 

 

 

（略）  



改    正    後 現       行 

経費並びに都道府県

が事業を行う者に対

し、「国費率」欄の

都道府県の交付率に

掲げる率を下らない

交付率により交付を

行う場合における当

該交付に要する経費

及び市町村等の事業

主体が行う本事業の

円滑な実施に関する

都道府県の事業推進

に要する経費 

（略） （略） （略）  

実施要綱第２の１の

(2)の①のエの(ｱ)のａ

海岸保全施設整備事業 

 

高潮対

策 

（略）  

侵食対

策 

（略）  

海岸耐

震対策 

（略）  

（削

る。） 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施要綱第２の１の

(2)の①のエの(ｱ)のｂ

津波・高潮危機管理対

策事業 

 （略）  

実施要綱第２の１の

(2)の①のエの(ｱ)のｃ

海岸環境整備事業 

 （略）  

実施要綱第２の１の

(2)の①のオの(ｱ)の盛

盛土に

よる災

1/3 

 

 

経費並びに都道府県

が事業を行う者に対

し、「国費率」欄の

都道府県の交付率に

掲げる率を下らない

交付率により交付を

行う場合における当

該交付に要する経費

及び市町村等の事業

主体が行う本事業の

円滑な実施に関する

都道府県の事業推進

に要する経費 

（略） （略） （略）  

実施要綱第２の１の

(2)の①のエの(ｱ)のａ

海岸保全施設整備事業 

 

高 潮 対

策 

（略）  

侵 食 対

策 

（略）  

海 岸 耐

震対策 

（略）  

海 岸 堤

防 等 老

朽 化 対

策 

１ 1/2 

２ 北海道において行うものにあっては、１の規定にかかわら

ず、5.5/10 

３ 離島において行うものにあっては、１の規定にかかわらず、

5.5/10 

４ 奄美群島において行うものにあっては、１の規定にかかわ

らず、2/3 

５ １から４までの規定にかかわらず、機能の回復を行うもの

にあっては、1/2 

６ 都道府県の行う市町村等事業推進に要する経費について

は、1/2以内（漁港区域に係るものに限る） 

 

実施要綱第２の１の

(2)の①のエの(ｱ)のｂ

津波・高潮危機管理対

策事業 

 （略）  

実施要綱第２の１の

(2)の①のエの(ｱ)のｃ

海岸環境整備事業 

 （略）  

（新設） （新設） （新設） 

 

 



改    正    後 現       行 

土による災害防止のた

めの調査事業 

害防止

のため

の調査

事業 

 

 

 

 

 

実施要綱第２の１の

(2)の①のオの(ｲ)の盛

土緊急対策事業 

安全性

把握調

査 

（略）  

盛 土 撤

去 事 業

又 は 盛

土 崩 落

対 策 事

業 

１ 1/2以内 

２ 以下の全ての要件を満たすものにあっては、１の規定にか

かわらず、2/3 

(1)地下水又は降雨による水を含んだ盛土の重さにより崩落

のおそれがあるもの  

(2)盛土が崩落等することにより、公共の利害に密接な関連

を有し、次のいずれかに被害を及ぼすと認められるもの 

ア 鉄道、高速自動車国道、一般国道、都道府県道、市町

村道又はその他公共施設のうち重要なもの 

イ 官公署、学校、病院等の公共建築物又は鉱工業施設の

うち重要なもの 

ウ 人家10戸以上 

エ 農地10ヘクタール以上（農地10ヘクタール以上の被

害に相当すると認められるものを含む。） 

 

 

 

 

 

 

実施要綱第２の１の

(2)の②効果促進事業 

 （略）  

（備考１）・（備考２）（略） 

 

 

 

 

 

 

実施要綱第２の１の

(2)の①のオの(ｱ)の盛

土緊急対策事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全性

把握調

査 

（略）  

（新設） 

 

（新設） 

 

 

実施要綱第２の１の

(2)の②効果促進事業 

 （略）  

（備考１）・（備考２）（略） 

 

別記様式第１号（第４関係） 

 

              年度農山漁村地域整備交付金交付申請書(内地・離島・奄美） 

 

                                                                         番   号 

                                                                         年 月 日 

 

    農林水産大臣 殿 

 （地方農政局長 経由（北海道にあっては国土交通省北海道開発局長 経由）） 

別記様式第１号（第４関係） 

 

              年度農山漁村地域整備交付金交付申請書(内地・離島・奄美） 

 

                                                                         番   号 

                                                                         年 月 日 

 

    農林水産大臣 殿 

 （地方農政局長 経由（北海道にあっては国土交通省北海道開発局長 経由）） 



改    正    後 現       行 

 

 

                                都道府県知事（又は市町村長）  氏  名       

 

    年度において下記のとおり事業を実施したいので農山漁村地域整備交付金交付要綱第４に

より   円の交付を申請する。 

 

                                          記 

 

      １ 事業の目的 

   ２ 収支予算書（別紙１のとおり） 

   ３ 地区別経費の配分表（別紙２のとおり） 

   ４ 事業の完了予定年月日      年  月  日   

      ５ 添付書類        都道府県又は市町村の交付金の交付規程又は要綱 

   (注) 添付資料について、都道府県又は市町村のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、

当該ウェブサイトの URL を記載することにより当該資料の添付を省略できる。 

 

別紙１ 

                                  収 支 予 算 書 

区  分 
本年度 

事業費 

本年度 

交付額 

都道府県費 

 
市町村費 その他 備 考 

 

農山漁村地域整備交付金 

 

 （削る。） 

    

 

 （削る。） 

    

 

 （削る。） 

    

 

 （削る。） 

    

 

 （削る。） 

 

 

 （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                都道府県知事（又は市町村長）  氏  名       

 

    年度において下記のとおり事業を実施したいので農山漁村地域整備交付金交付要綱第４に

より   円の交付を申請する。 

 

                                          記 

 

      １ 事業の目的 

   ２ 収支予算書（別紙１のとおり） 

   ３ 地区別経費の配分表（別紙２のとおり） 

   ４ 事業の完了予定年月日      年  月  日   

      ５ 添付書類        都道府県又は市町村の交付金の交付規程又は要綱 

   (注) 添付資料について、都道府県又は市町村のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、

当該ウェブサイトの URL を記載することにより当該資料の添付を省略できる。 

 

別紙１ 

                                  収 支 予 算 書 

区  分 
本年度 

事業費 

本年度 

交付額 

都道府県費 

 
市町村費 その他 備 考 

 

農山漁村地域整備交付金 

 

 農業農村基盤整備事業 

    

 

 森林基盤整備事業 

    

 

 水産基盤整備事業 

    

 

 海岸保全施設整備事業 

    

 

 盛土緊急対策事業 

 

 

 効果促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改    正    後 現       行 

 

 

（削る。） 

 

予算議決（又は予算議決予定）   年  月  日 

 

 

 計 

 

予算議決（又は予算議決予定）   年  月  日 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改    正    後 現       行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



改    正    後 現       行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



改    正    後 現       行 

別記様式第２号・第３号 （略） 別記様式第２号・第３号 （略） 

 

別記様式第４号（第 13 関係） 

 

  年度農山漁村地域整備交付金事業遂行状況報告書(内地・離島・奄美） 

 

                                                                          番   号 

                                                                          年 月 日 

 

    農林水産大臣 殿 

 （地方農政局長 経由（北海道にあっては国土交通省北海道開発局長 経由）） 

 

 

                                都道府県知事（又は市町村長）  氏  名      

 

    年 月 日付け第  号で交付金交付決定の通知があった標記事業の遂行状況について農

山漁村地域整備交付金交付要綱第 13 により下記のとおり報告する。 

 

記 

 

    １ 事業遂行状況    （別紙３のとおり） 

    ２ 事 業 着 手           年  月  日 

    ３ 事業完了予定年月日           年  月  日 

 

別紙３ 

事業遂行状況 

    進捗状況 

区  分 
実施計画 出来高 進捗率 

(B)/(A) 
備  考 

  
 

 

事業費(A) 交 付 額 事業費(B) 交 付 額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
農山漁村地域整備交付金 
 
 （削る。） 
 
 
 （削る。） 
 
 
 （削る。） 
 
 

 （削る。） 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

％ 

 
 

 

 

別記様式第４号（第 13 関係） 

 

  年度農山漁村地域整備交付金事業遂行状況報告書(内地・離島・奄美） 

 

                                                                          番   号 

                                                                          年 月 日 

 

    農林水産大臣 殿 

 （地方農政局長 経由（北海道にあっては国土交通省北海道開発局長 経由）） 

 

 

                                都道府県知事（又は市町村長）  氏  名      

 

    年 月 日付け第  号で交付金交付決定の通知があった標記事業の遂行状況について農

山漁村地域整備交付金交付要綱第 13 により下記のとおり報告する。 

 

記 

 

    １ 事業遂行状況    （別紙３のとおり） 

    ２ 事 業 着 手           年  月  日 

    ３ 事業完了予定年月日           年  月  日 

 

別紙３ 

事業遂行状況 

    進捗状況 

区  分 
実施計画 出来高 進捗率 

(B)/(A) 
備  考 

  
 

 

事業費(A) 交 付 額 事業費(B) 交 付 額  
 
農山漁村地域整備交付金 
 
 農業農村基盤 
 整備事業 
 
 森林基盤整備 
 事業 
 
 水産基盤整備 
 事業 
 

 海岸保全施設 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

％ 

 
 

 

 



改    正    後 現       行 
 
 
 （削る。） 

 
 
（削る。） 
 
 

        （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 整備事業 
 
 盛土緊急対策 

事業 
 
効果促進事業 
 
 

        計 

 
 

別記様式第５号 （略） 

 

別記様式第５号 （略） 

別記様式第６号（第 15 第１項関係） 

 

 年度農山漁村地域整備交付金実績報告書(内地・離島・奄美） 

 

                                                                          番   号 

                                                                          年 月 日 

 

    農林水産大臣 殿 

 （地方農政局長 経由（北海道にあっては国土交通省北海道開発局長 経由）） 

 

 

                              都道府県知事（又は市町村長）  氏  名      

 

    年 月 日付け第  号で交付金交付決定の通知があったこのことについて、下記のとお

り事業を実施したので農山漁村地域整備交付金交付要綱第 15 第１項により報告する。 

    （なお、併せて精算額    円の交付を申請する。） 

 

記 

 

１ 事業の目的 

２ 収支精算及び国庫補助金精算書（別紙４のとおり） 

３ 事業の成果（別紙５及び６のとおり） 

４ 事業の完了年月日        年  月  日 

５ 添付書類については、各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した資

料、帳簿の写し又は交付金調書の写しのいずれかを添付すること。 

 

 

 

別記様式第６号（第 15 第１項関係） 

 

 年度農山漁村地域整備交付金実績報告書(内地・離島・奄美） 

 

                                                                          番   号 

                                                                          年 月 日 

 

    農林水産大臣 殿 

 （地方農政局長 経由（北海道にあっては国土交通省北海道開発局長 経由）） 

 

 

                              都道府県知事（又は市町村長）  氏  名      

 

    年 月 日付け第  号で交付金交付決定の通知があったこのことについて、下記のとお

り事業を実施したので農山漁村地域整備交付金交付要綱第 15 第１項により報告する。 

    （なお、併せて精算額    円の交付を申請する。） 

 

記 

 

１ 事業の目的 

２ 収支精算（別紙４及び５のとおり） 

３ 事業の成果（別紙６及び７のとおり） 

４ 事業の完了年月日        年  月  日 

５ 添付書類については、各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した資

料、帳簿の写し又は交付金調書の写しのいずれかを添付すること。 

 

 

 



改    正    後 現       行 

別紙４ 
収支精算及び国庫補助金精算書 

区    分 事 業 費 交 付 額 都道府県費 市町村費 その他 
概算払受

領額 

差引交付額 
未受領額 

（返還）額 
備 考 

 

 

農山漁村地域整備交付

金 

 

 （削る。） 

                   

 （削る。） 

                

 （削る。） 

                

 （削る。） 

 

 （削る。） 

        

 （削る。） 

        

（削る。） 

   

 

      円 

 

 

      円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  

 （注）１ 予算額を上段（ ）書き、精算額を下段に記入すること（概算払受領額、差引交付額、

未受領額及び（返還）額は下段のみ。） 

 （注）２ 間接補助事業者へ支出を完了した年月日は、別紙６地区別検査調書を参照 

 

 

 

（削る。） 

別紙４ 
収 支 精 算 書 

区    分 事 業 費 交 付 額 都道府県費 市町村費 その他 備 考 

 

 

農山漁村地域整備交付

金 

 

 農業農村基盤 
 整備事業 
 
 森林基盤整備 
 事業 

 
 水産基盤整備 
 事業 
 
 海岸保全施設 
 整備事業 
 
 盛土緊急対策 
事業 

 
 効果促進事業 
 

        計 

       

 
    円 

 

 
   円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 予算額を上段（ ）書き、精算額を下段に記入すること 

 

 （注）２ 間接補助事業者へ支出を完了した年月日は、別紙７地区別検査調書を参照 

 

 

 

別紙５ 国庫補助金精算 

 

区    分 

本年度 

交 付 

決定額 

本年度精算 

事業費 

精 算 

交付額 

概算払 

受領額 

差引交付額 

未 受 領 

(返 還) 額 

備 考 

 

 

農山漁村地域整備交付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改    正    後 現       行 

 農業農村基盤整備事業 

 

 

 森林基盤整備事業    

 

 

 水産基盤整備事業    

 

 

 海岸保全施設整備事業 

 

 

盛土緊急対策事業 

 

 

 効果促進事業       

 

 

         計        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改    正    後 現       行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改    正    後 現       行 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



改    正    後 現       行 

   

別紙６ （略） 

 

別紙７ （略） 

 

別記様式第７号～第 10 号 （略） 

別紙７ （略） 

 

別紙８ （略） 

 

別記様式第７号～第 10 号 （略） 

附 則 

１ この通知は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 農山漁村地域整備交付金交付要綱（平成 22 年４月１日付け 21 農振第 2567 号農林水産事務次官依命通知）第 15 第１項の規定により令和４年４月 10 日までに提出しなければ

ならないとされている実績報告書の様式については、なお従前の例による。 


